
施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01090610-03-589

キーコード：707

出力日：令和07年03月18日
事務事業名人権問題啓発実行委員会運営事業

13
基本事業： 01人権教育及び啓発の促進 担当部 教育部

基本事業の
成果指標

①この1年間に相手の人権を侵害するような言動や行動をした市民の割合 担当課 教育政策課

担当係 人権・同和教育

すべての市民及び、関係機関・団体の構成員 〇すべての市民を対象とした行政区毎の人権問題市民懇談会の開催
　行政区の推進委員と市民、団体職員、市の係長以上の職員が実行委員な
らびに担当者として企画、運営を行っている。（1～15班）
懇談会の内容（テーマ）※R5実績：高齢者の人権 31%・人権全般 19%・同
和問題 15%・災害に関わる人権 7%・子どもの人権 8%・女性の人権 3%な
ど
〇市内の機関・団体を対象とした人権問題研修会の開催（16・17班）
　各団体の代表者と実行委員・担当者が話し合いテーマを決めて、それぞ
れの実情に応じた研修を実施している。
○実行委員・担当者の研修を実施し、資質の向上を図っている。

市民の人権意識の向上を図り、筑紫野市がめざす「誰もが
安心して暮らせる人権尊重のまちづくり」の実現をめざす
。

計画年度 昭和56年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 一般会計 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

市民懇談会へ参加した市民の人数

市民懇談会アンケート結果（良かった・まぁ良
かったと回答した参加者の割合）

562 3,5001,849 3,500 3,500

87.6 90.5 95 95 95

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
1,298 2,630 3,204 3,205計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
451
0

980 1,392 1,392
0 0 0

0 0 0 0
847 1,650 1,812 1,813

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.6 0.6 0.6
4,637 4,689 4,814
5,935 7,319 8,018 3,205

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

●

○

○

【状況】・参加した市民の数　　R4年度：562人  　→    R5年度：1849人
　　　　・アンケート結果　　　R4年度：82.4％  　→　 R5年度：90.5％
【原因】新型コロナウイルス感染拡大防止の観点からR4年度は33行政区において市民懇談会は実施されたが、R5年
度はすべての行政区（82行政区）で実施されるに至った。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

　H29年度の差別落書き事件を受け、同和問題をテーマにした懇談会
を開催するよう取組を進めている。また、近年は市民懇談会参加者の
高齢化、固定化が懸念されるため、より幅広い世代の参加者を増やす
工夫が必要である。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

　引き続きコミュニティ連絡会や人権擁護委員等の関係団体との
連携を深めながら円滑な業務運営に取り組み続けていく。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

　同和問題をはじめとしたあらゆる人権問題の早期解決を図るた
め、各機関団体研修を行うとともに、各行政区において市民懇を
開催し、市民一人ひとりの人権意識の高揚を図りながら人権尊重
のまちづくりの実現をめざし市民啓発を進めている。昭和５６年
事業開始。

　平成27年度より、「行政区人権問題啓発推進委員会育成助成金
」事業（事業コード80000・キーコード1124）を本事業に統合す
る。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

人

％

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）


